
（別紙） 

 平成 23 年４月 27 日付課法４-10 ほか３課共同「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律に係る法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について」（法令解釈通達）のうち、次表の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」

に掲げるように改正する。 

（注）下線を付した部分が改正部分である 

改 正 後 改 正 前 

（12 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） （12 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） 

  

23．06 

法第     号

納

税

地

 平成  年  月  日

法

人

名

等

  

代氏

表 

者名 殿

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

特 定 の資 産の 買 換え の 場合 にお け る  

特 別 勘定 の設 定 期間 延 長認 定通 知 書  

 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった特定の資産の買換えの場合における特別勘定 
 

                                  第 19条第 1 項の表の第 号該当 
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律        

                                   第 27条第 1 項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

取得しようとする買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（ 追 加 ） 

 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 

24．12改正 

法第     号 

納 

税 

地 

 平成  年  月  日 

法 

人 

名 

等 

  

代氏

表 

者名 殿

 

税 務 署 長        

財務事務官            

○印    

 

特 定 の資 産の 買 換え の 場合 にお け る  

特 別 勘定 の設 定 期間 延 長認 定通 知 書  

 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった特定の資産の買換えの場合における特別勘定 
 

                                  第 19条第 1 項の表の第 号該当 
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律        

                                   第 27条第 1 項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等   

取得しようとする買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（12 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） （12 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） 

  

 

特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 

１ 使用目的 

「特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書」は、特定の資産の買換えの場合における特別勘

定の設定期間の延長申請について、買換資産の取得をすることができる日の認定を行う場合に使用する。 

２ 記載要領 
 

項 目 内 容 

本 文 

「第19条第１項の表の第   号該当 

                  の箇所については、単体法人の場合は、「第27条 

「第27条第１項の表の第   号該当」 

第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、「第19条第１項の表の第   号該当」の空欄箇所に東

日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例法に関する法律第19条第１項の該当号を記入

し、連結親法人の場合は、「第19条第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、「第27条第１項

の表の第   号該当」の空欄箇所に同法第27条1項の該当号を記入する。 

申 請 の 対 象 が 

連結子法人の場合 
対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

取得しようとする買

換 資 産 の 内 容 

買換資産の種類、構造、規模等について記入する。 

 

処  分  の 理  由 
申請に係る事項の全部について申請のとおりに認定する場合には「（処分の理由）」の字句を抹消

する。申請と異なる認定をする場合にはその異なることとなった理由を記入する。 

調 査 担 当 者 

 

 

 

 

「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡｣の空白部分は、調査担当

者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局名

を記入する。 

教 示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意する。）。

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国税局

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項（定義）

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のう

ち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務

署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信

託の名称を併せて記入する。 

特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 

１ 使用目的 

「特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書」は、特定の資産の買換えの場合における特別勘

定の設定期間の延長申請について、買換資産の取得をすることができる日の認定を行う場合に使用する。 

２ 記載要領 
 

項 目 内 容 

本 文

「第19条第１項の表の第   号該当 

                  の箇所については、単体法人の場合は、「第27条 

「第27条第１項の表の第   号該当」 

第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、「第19条第１項の表の第   号該当」の空欄箇所に東

日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例法に関する法律第19条第１項の該当号を記入

し、連結親法人の場合は、「第19条第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、「第27条第１項

の表の第   号該当」の空欄箇所に同法第27条1項の該当号を記入する。 

申 請 の 対 象 が

連結子法人の場合
対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

取得しようとする買

換 資 産 の 内 容

買換資産の種類、構造、規模等について記入する。 

 

（ 追 加 ） （ 追 加 ） 

調 査 担 当 者

 

 

 

 

「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡｣の空白部分は、調査担当

者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局名

を記入する。 

教 示

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意する。）。

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国税局

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項（定義）

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のう

ち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務

署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信

託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（13 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） （13 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） 

  

 

23．04 

法第     号 

納
税

地

 平成  年  月  日 

法
人
名

等

  

代氏
表 

者名 殿 

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

 

特定 の資 産の 買換 えの 場合 にお ける  
                            

特別 勘定 の設 定期 間延 長却 下通 知書  
                         

 

貴法人から平成  年  月  日付でされた特定資産の買換えの場合における特別勘定 

 

の設定期間延長申請については、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に 
 

第 20条第１項 

関する法律         に規定する法人の要件に該当しないので、これを却下したから 

第 28条第１項 
 

通知します。 

 

 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等 

 

 （ 追 加 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 

24．12 改正 

法第     号

納 
税 

地 

 平成  年  月  日

法 
人 

名 
等 

  

代氏

表 
者名 殿

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

 

特定 の資 産 の買 換 えの 場合 に おけ る 
                            

特別 勘定 の 設定 期 間延 長却 下 通知 書 
                         

 

貴法人から平成  年  月  日付でされた特定資産の買換えの場合における特別勘定 

 

の設定期間延長申請については、以下の理由により東日本大震災の被災者等に係る国税関係 
 

第 20 条第１項 

法律の臨時特例に関する法律         に規定する法人の要件に該当しないので、こ 

第 28 条第１項 
 

れを却下したから通知します。 

 

 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等

 

 （処分の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（13 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） （13 特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） 

  
 
（ 新 設 ） 

 

 

特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書 

 

１ 使用目的 

「特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書」は、特定の資産の買換えの場合における特別勘定の

設定期間の延長申請について､却下する場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 
 単体法人の場合は、「第28条第１項」を二重線で抹消し、連結親法人の場合は、「第20条第

１項」を二重線で抹消する。 

申 請 の 対 象 が 

連結子法人の場合 
対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

処 分 の 理 由 延長の申請を却下する理由を記入する。 

調 査 担 当 者 

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国

税局名を記入する。 

教 示 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意

する。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納

税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納

税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

  この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第2条第6項(定義)に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に

準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務署

長等が通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の

名称を併せて記入する。 

 



改 正 後 改 正 前 

（15 適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書） （15 適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書） 

  

 

23．06 

法第     号

納
税

地

 平成  年  月  日

法
人

名
等

  

代氏

表 
者名 殿 

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合 

における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった適格分割等を行う場合の特定の資産の買換え 
 

                東日本大震災の被災者等に係る国税  第 19条第 1項の表の第 号該当 
の場合における期中特別勘定                                  

                関係法律の臨時特例に関する法律  第 27条第 1項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

当該適格分割等に係る分割承継法人等に
おいて取得しようとする買換資産の内容  

買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（ 追 加 ） 

 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 

（

規

格

Ａ

４

） 

24．12 改正 

法第     号

納 
税 

地 

 平成  年  月  日

法 
人 

名 
等 

  

代氏

表 
者名 殿

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合 

における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった適格分割等を行う場合の特定の資産の買換え 
 

                東日本大震災の被災者等に係る国税  第 19条第 1項の表の第 号該当 
の場合における期中特別勘定                                  

                関係法律の臨時特例に関する法律  第 27条第 1項の表の第 号該当 
 

の設定期間の延長については、下記のとおり認定したので通知します。         

記 

 

 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

当該適格分割等に係る分割承継法人等に
おいて取得しようとする買換資産の内容

買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（15 適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書） （15 適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における期中特別勘定の設定期間延長認定通知書） 

  

 

適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合に 

のおける特別勘定の設定期間延長認定通知書の記載要領 
 

１ 使用目的 

「適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書」は、特定の資産の買換

えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について、買換資産の取得をすることができる日の認定を行う場合に使用す

る。 

２ 記載要領 
 

項 目 内 容 

本 文 

東日本大震災の被災者等に係る国税   第19条第1項の表の第 号該当 

関係法律の臨時特例に関する法律  第27条第1項の表の第 号該当 
 
の空白部分は各該当号を記入する。単体法人の場合は、「第27条第1項の表の第 号該当」を 
二重線で抹消し、連結親法人の場合は、「第19条第1項の表の第 号該当」を二重線で抹消する。

申 請 の 対 象 が 

連結子法人の場合 対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

取得しようとする 

買換資産の内容 
買換資産の種類、構造、規模等について記入する。 

処  分 の  理  由 
申請に係る事項の全部について申請のとおりに認定する場合には「（処分の理由）」の字句を抹消

する。申請と異なる認定をする場合にはその異なることとなった理由を記入する。 

調 査 担 当 者 

 

 

 

 

「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡｣の空白部分は、調査担当

者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局名

を記入する。 

教 示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意する。）。

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国税局

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項（定義）

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のう

ち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務

署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信

託の名称を併せて記入する。 

 

適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合に 

のおける特別勘定の設定期間延長認定通知書の記載要領 
 

１ 使用目的 

「適格分割等を行う場合の特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書」は、特定の資産の買換

えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について、買換資産の取得をすることができる日の認定を行う場合に使用す

る。 

２ 記載要領 
 

項 目 内 容 

本 文

東日本大震災の被災者等に係る国税   第19条第1項の表の第 号該当 

関係法律の臨時特例に関する法律  第27条第1項の表の第 号該当 
 
の空白部分は各該当号を記入する。単体法人の場合は、「第27条第1項の表の第 号該当」を 
二重線で抹消し、連結親法人の場合は、「第19条第1項の表の第 号該当」を二重線で抹消する。

申 請 の 対 象 が

連結子法人の場合 対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

取得しようとする

買換資産の内容
買換資産の種類、構造、規模等について記入する。 

（  追 加  ） （ 追 加 ） 

調 査 担 当 者

 

 

 

 

「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡｣の空白部分は、調査担当

者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局名

を記入する。 

教 示

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意する。）。

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国税局

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項（定義）

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のう

ち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務

署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信

託の名称を併せて記入する。 

 



改 正 後 改 正 前 

（18 適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知

書） 

（18 適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知

書）

  

 

23．06 

法第     号 

納
税

地

 平成  年  月  日 

法
人

名
等

  

代氏
表 

者名 殿 

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合に 

おいて指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知書 

 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別 

 

勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間の延長については、 

 

    東日本大震災の被災者等に係る国税関係  第 19 条第 27 項 
                              の規定により、下記のとおり認定 

    法律の臨時特例に関する法律施行令   第 24 条第 27 項 

 

したので通知します。 

記 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

取得する予定の買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（ 追 加 ） 

 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 

24．12 改正 

法第     号

納 
税 
地 

 平成  年  月  日

法 

人 

名 

等 

  

代氏

表 
者名 殿

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合に 

おいて指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知書 

 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別 

 

勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間の延長については、 

 

    東日本大震災の被災者等に係る国税関係  第 19条第 27 項 
                              の規定により、下記のとおり認定 

    法律の臨時特例に関する法律施行令   第 24条第 27 項 

 

したので通知します。 

記 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

取得する予定の買換資産の内容 買換資産を取得することができると認められる日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（18 適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知書） （18 適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長認定通知書） 

  

 

適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において 

指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長承認通知書の記載要領 
 

１ 使用目的 

「適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定

期間延長承認申請書」は、特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について、買換資産の取得をす

ることができる日の認定を行う場合に使用する。 

２ 記載要領 
 

項 目 内 容 

本 文

東日本大震災の被災者等に係る国税関係 第19条第27項 

  法律の臨時特例に関する法律施行令  第27条第27項 

単体法人の場合は、上記の「第27条第27項」を二重線で抹消し、連結親法人の場合は、上記の「第

19条第27項」を二重線で抹消する。 

通 知 の 対 象 が

連結子法人の場合 対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

取得しようとする買

換 資 産 の 内 容

買換資産の種類、構造、規模等について記入する。 

 

（  追  加  ） （ 追 加 ） 

調 査 担 当 者

 

 

 

 

「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡｣の空白部分は、調査担当

者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局名

を記入する。 

教 示

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意する。）。

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国税局

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項（定義）

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のう

ち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務

署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信

託の名称を併せて記入する。 

適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において 

指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定期間延長承認通知書の記載要領 
 

１ 使用目的 

「適格合併等による特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合において指定期間内に資産の取得が困難な場合の設定

期間延長承認申請書」は、特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について、買換資産の取得をす

ることができる日の認定を行う場合に使用する。 

２ 記載要領 
 

項 目 内 容 

本 文 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係 第19条第27項 

  法律の臨時特例に関する法律施行令  第27条第27項 

単体法人の場合は、上記の「第27条第27項」を二重線で抹消し、連結親法人の場合は、上記の「第

19条第27項」を二重線で抹消する。  

通 知 の 対 象 が 

連結子法人の場合 対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

取得しようとする買

換 資 産 の 内 容 

買換資産の種類、構造、規模等について記入する。 

 

処 分 の 理 由 
申請により求められた買換資産の取得をすることができる日の認定について、申請書の記載内容と

異なる認定を行う場合、その異なることとなった理由を記入する。 

調 査 担 当 者 

 

 

 

 

「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡｣の空白部分は、調査担当

者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局名

を記入する。 

教 示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意する。）。

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を

管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国税局

の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項（定義）

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のう

ち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に基づき税務

署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信

託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（21 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） （21 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） 

  

 

23．06 

法第     号

納
税

地

 平成  年  月  日

法
人

名
等

  

代氏

表 
者名 殿 

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合 

における特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 
第 64 条の２第１項 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった租税特別措置法            に規定する 
第 68 条の 71 第１項 

    
第 65 条の８第１項 

収用等の場合における特別勘定又は租税特別措置法           に規定する特定の資産の買換え 
第 68 条の 79 第１項 

   
  の場合における特別勘定の設定期間の延長については、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時     
 
                  第 22 条 

特例に関する法律      の規定により、下記のとおり認定したので通知します。 
               第 30 条 

 

記 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

取得しようとする代替資産又は買換資産の内容  代替資産又は買換資産を取得することができると認められる日  

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（ 追 加 ） 

 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

（

規

格

Ａ

４

） 

24．12 改正 

法第     号

納 
税 

地 

 平成  年  月  日

法 
人 

名 
等 

  

代氏

表 
者名 殿

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合 

における特別勘定の設定期間延長認定通知書 

 
第 64 条の２第１項 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった租税特別措置法            に規定する 
第 68 条の 71 第１項 

    
第 65 条の８第１項 

収用等の場合における特別勘定又は租税特別措置法           に規定する特定の資産の買換え 
第 68 条の 79 第１項 

   
  の場合における特別勘定の設定期間の延長については、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時     
 
                  第 22 条 

特例に関する法律      の規定により、下記のとおり認定したので通知します。 
               第 30 条 

 

記 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等  

取得しようとする代替資産又は買換資産の内容 代替資産又は買換資産を取得することができると認められる日  

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

 平 成    年    月    日 

（処分の理由） 

 

 この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（21 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書） （21 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書）） 

  

 

 

収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における 

特別勘定の設定期間延長認定通知書の記載要領 

１ 使用目的 

「収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書」は、収用等の場合又は特定の資産

の買換えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について､代替資産又は買換資産の取得をすることができる日の認定を行

う場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文

        第64条の２第１項若しくは第65条の７第１項の表の第   号該当 

租税特別措置法                                 

        第68条の71第１項若しくは第68条の79第１項の表の第   号該当 

の空白部分は各該当号を記載する。単体法人の場合は、「第68条の71第１項若しくは第68条の79

第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、東日本大震災の被災者等に係る国税関係 

              第22条 

法律の臨時特例に関する法律       の「第30条」を二重線で抹消する。連結親法人 

              第30条 

の場合は、「第64条の２第１項若しくは第65条の７第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の「第22条」を二重線で抹消

する。 

取得しようとする

代替資産又は買換

資産の内容 

 代替資産又は買換資産の種類､構造､規模等について記入する。 

申 請 の 対 象 が

連結子法人の場合 
対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

（ 追 加 ） （ 追 加 ） 

調 査 担 当 者

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局

名を記入する。 

教 示

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意す

る。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地

を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税

務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地

を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国

税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 

 

収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における 

特別勘定の設定期間延長認定通知書の記載要領 

１ 使用目的 

「収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長認定通知書」は、収用等の場合又は特定の資産

の買換えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について､代替資産又は買換資産の取得をすることができる日の認定を行

う場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

        第64条の２第１項若しくは第65条の７第１項の表の第   号該当 

租税特別措置法                                 

        第68条の71第１項若しくは第68条の79第１項の表の第   号該当 

の空白部分は各該当号を記入する。単体法人の場合は、「第68条の71第１項若しくは第68条の79

第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、東日本大震災の被災者等に係る国税関係 

              第22条 

法律の臨時特例に関する法律       の「第30条」を二重線で抹消する。連結親法人 

              第30条 

の場合は、「第64条の２第１項若しくは第65条の７第１項の表の第   号該当」を二重線で抹消し、

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の「第22条」を二重線で抹消

する。 

取得しようとする 

代替資産又は買換 

資産の内容 

 代替資産又は買換資産の種類､構造､規模等について記入する。 

申 請 の 対 象 が  

連結子法人の場合 
対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

処 分 の 理 由 
申請に係る事項の全部について申請のとおりに認定する場合には「（処分の理由）」の字句を抹

消する。申請と異なる認定をする場合にはその理由を記入する。 

調 査 担 当 者  

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、 

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所属国税局

名を記入する。 

教 示 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに留意す

る。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地

を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税

務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地

を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該国

税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 



改 正 後 改 正 前 

（22 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） （22 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） 

  

 

23．04 

法第     号 

納
税

地

 平成  年  月  日 

法
人
名

等

  

代氏
表 

者名 殿 

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

 

収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合 

における特別勘定の設定期間延長却下通知書 

 

貴法人から平成  年  月  日付でされた収用等の場合又は特定資産の買換えの場合 

 

における特別勘定の設定期間延長申請については、東日本大震災の被災者等に係る国税関係 
 

第 22条 

法律の臨時特例に関する法律      に規定する法人の要件に該当しないので、これを 

第 30条 
 

却下したから通知します。 

 
 

 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等 

 

（ 追 加 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 
 

（

規

格

Ａ

４

）

 

24．12 改正 

法第     号 

納 

税 

地 

 平成  年  月  日 

法 

人 
名 

等 

  

代氏

表 
者名 殿

 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印   

 

 

収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合 

における特別勘定の設定期間延長却下通知書 

 

貴法人から平成  年  月  日付でされた収用等の場合又は特定資産の買換えの場合 

 

における特別勘定の設定期間延長申請については、以下の理由により東日本大震災の被災者 
 

第 22 条 

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律      に規定する法人の要件に該当 

第 30 条 
 

しないので、これを却下したから通知します。 

 

 

 

 
申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等

 

 （処分の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この通知に係る処分は、      の職員の調査に基づいて行いました。 

 

 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（22 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） （22 収用等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書） 

  
 
（ 新 設 ） 

 

 

収容等の場合又は特定の資産の買換えの場合 

における特別勘定の設定期間延長却下通知書 

 

１ 使用目的 

「収容等の場合又は特定の資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間延長却下通知書」は、収容等又は特定の

資産の買換えの場合における特別勘定の設定期間の延長申請について､却下する場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 
 単体法人の場合は、「第30条」を二重線で抹消し、連結親法人の場合は、「第22条」を

二重線で抹消する。 

申 請 の 対 象 が 

連結子法人の場合 
対象法人名等は、連結子法人の場合のみ記入する。 

処 分 の 理 由 延長の申請を却下する理由を記入する。 

調 査 担 当 者 

 「この通知に係る処分は、    の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白部分は、

調査担当者の所属等により次のとおり記入する。 

(1) 税務署の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄を二重線で抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づく処分である場合には、この欄の空白部分に当該職員の所

属国税局名を記入する。 

教 示 

処分の内容に応じて、次のとおり記入する（それぞれに該当する用紙を使用することに

留意する。）。 

(1) 税務署の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人

の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行われた処分である場合 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人

の納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

  この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第2条第6項(定義)

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便の役

務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律 

に基づき税務署長等が通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の 

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 


